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1.  平成23年5月期第3四半期の連結業績（平成22年6月1日～平成23年2月28日） 

（注）当社は、平成22年12月１日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を実施しております。次ページ「※業績予想の適切な利用に関する説明、
その他特記事項」をご参照ください。 

(2) 連結財政状態 

（注）当社は、平成22年12月１日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を実施しております。次ページ「※業績予想の適切な利用に関する説明、
その他特記事項」をご参照ください。  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年5月期第3四半期 5,561 12.7 △2,604 ― △2,500 ― △2,658 ―
22年5月期第3四半期 4,934 △15.2 △2,291 ― △2,158 ― △2,706 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年5月期第3四半期 △473.86 ―
22年5月期第3四半期 △10,277.49 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年5月期第3四半期 20,539 8,264 39.9 1,461.08
22年5月期 16,944 10,876 63.7 41,018.46

（参考） 自己資本   23年5月期第3四半期  8,196百万円 22年5月期  10,800百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
当社は、平成22年12月１日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を実施しております。次ページ「※業績予想の適切な利用に関する説明、その
他特記事項」をご参照ください。 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年5月期 ― 0.00 ― 500.00 500.00
23年5月期 ― 0.00 ―
23年5月期 

（予想）
20.00 20.00

3.  平成23年5月期の連結業績予想（平成22年6月1日～平成23年5月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
当社は、平成22年12月１日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を実施しております。次ページ「※業績予想の適切な利用に関する説明、その
他特記事項」をご参照ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 18,800 13.3 350 4.5 430 △11.1 180 ― 32.09



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であります。なお、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品
取引法に基づく四半期連結財務諸表の四半期レビュー手続は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・当社は、平成22年12月１日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を実施しております。 
「２．配当の状況」につきましては、22年５月期及び23年５月期第２四半期末の金額は、当該株式分割を考慮しておらず、23年５月期（予想）は、当該株式分
割後の状況にもとづいて記載しております。 
また、「３．平成23年５月期の連結業績予想」の１株当たり当期純利益は、当該株式分割が期首に行われたと仮定して算出しております。 
なお、当該株式分割が22年５月期の開始日に行われたと仮定した場合における、22年５月期第３四半期の１株当たり四半期純利益は△513円87銭であ
り、22年５月期の１株当たり純資産は2,050円92銭であります。 
 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、添付資料２ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.3「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年5月期3Q 7,261,060株 22年5月期  363,053株
② 期末自己株式数 23年5月期3Q 1,651,440株 22年5月期  99,730株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年5月期3Q 5,609,778株 22年5月期3Q 263,315株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間における経営環境は、アジア・南米等の新興国における経済成長と各国政府による景

気下支え策もあって一部に持ち直しの様相が見られるものの、長期化する円高や我が国経済の将来ビジョンの不透

明さから、内需は相変わらず低迷し、雇用情勢や所得環境についても改善が図られず、景気回復に向けては不透明

感が増した状況で推移しました。 

建設コンサルタント業界においても、公共事業投資の縮減傾向が継続する中、受注競争の激化などの影響を受

け、引き続き厳しい状況で推移いたしました。 

このような状況の中、平成22年６月１日には株式交換により道路・都市関係構造物を専門とする株式会社近代設

計が当連結グループに加わり、グループ内における各事業の強化・拡充を図ってまいりました。 

そして、「Ｅ・Ｊグループ新中期経営計画」の目標達成を目指し、案件創出型の営業活動及び海外事業活動を積

極的に推進し、営業基盤の強化を図るとともに、顧客評価の向上、５つの重点分野（環境・エネルギー分野、自然

災害リスク軽減分野、都市・地域再生分野、インフラ・マネジメント分野、情報・通信分野）による技術力の差別

化並びにプロポーザル型業務の特定率向上などによる付加価値型業務の受注拡大を図ることで、受注シェアの拡大

を図り、経営基盤の強化に努めてまいりました。 

  

当連結グループのセグメントは、総合建設コンサルタント事業のみであります。 

当事業の特徴としまして、受注の大半が官公需という特性により、通常の営業の形態として、納期が年度末に集

中するため売上高が第４四半期連結会計期間に偏重する傾向にあります。 

当第３四半期連結累計期間の業績は、受注高123億67百万円（前年同期比94.0％）、売上高55億61百万円（同 

112.7％）となりました。一方、損益面においては、固定費や販売費及び一般管理費については月々ほぼ均等に発

生することから、営業損失26億４百万円（前年同期は営業損失22億91百万円）、経常損失25億円（同 経常損失21

億58百万円）、四半期純損失26億58百万円（同 四半期純損失27億６百万円）となりました。  

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ35億94百万円増加し、205億39百万円となり

ました。 

流動資産は、前連結会計年度末と比べ23億86百万円増加し、119億25百万円となりました。これは主に、現金及

び預金が27億46百万円減少した一方で、受取手形及び売掛金が４億68百万円、たな卸資産が42億93百万円それぞれ

増加したことによるものであります。なお、当連結グループの業務の特性として、業務の完成及び顧客からの入金

が第４四半期連結会計期間に偏る傾向にあります。 

固定資産は、前連結会計年度末と比べ12億８百万円増加し、86億13百万円となりました。これは主に、株式会社

近代設計が新たに連結子会社になったこと等により、のれんが６億60百万円、投資不動産が３億46百万円それぞれ

増加したことによるものであります。 

当第３四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末と比べ62億７百万円増加し、122億75百万円となりま

した。これは主に、借入金が56億５百万円増加したことによるものであります。 

当第３四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比べ26億12百万円減少し、82億64百万円となりま

した。これは主に、当第３四半期連結累計期間の四半期純損益が26億58百万円の損失計上となったことによるもの

であります。  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

当連結グループは、総合建設コンサルタント事業を主な事業内容としており、主要顧客である中央省庁および地

方自治体への納期が年度末に集中することから、売上高が第４四半期連結会計期間に偏重する傾向があります。 

なお、平成23年３月11日に発生しました「東日本大震災」における人的被害はなく、また、建物等への重大な被

害はありません。今回の地震による業績に与える影響については現在精査中であり、現時点において、平成22年７

月14日に公表しました通期の業績予想数値に変更はありませんが、業績への影響が見込まれる場合には、速やかに

お知らせいたします。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

（簡便な会計処理） 

①一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら

れるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。  

②固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。 

③繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境、一時差異の発生状況等に

著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。 

  

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理） 

該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①資産除去債務に関する会計基準等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（平成20年３月31日 企業会計基準委員会

企業会計基準第18号）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（平成20年３月31日 企業会計基準委

員会 企業会計基準適用指針第21号）を適用しております。 

これにより、当第３四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純損失が２百万円増加しております。 

  

②企業結合に関する会計基準等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（平成20年12月26日 企業会計基準委員会 企業

会計基準第21号）、「連結財務諸表に関する会計基準」（平成20年12月26日 企業会計基準委員会 企業会計基準

第22号）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（平成20年12月26日 企業会計基準委員会 企業会計

基準第23号）、「事業分離等に関する会計基準」（平成20年12月26日 企業会計基準委員会 企業会計基準第７

号）、「持分法に関する会計基準」（平成20年12月26日公表分 企業会計基準委員会 企業会計基準第16号）及び

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（平成20年12月26日 企業会計基準委員会 企業

会計基準適用指針第10号）を適用しております。  

   

２．その他の情報

Ｅ・Ｊホールディングス㈱（2153）平成23年5月期第3四半期決算短信

3



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年５月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,424 7,170

受取手形及び売掛金 1,318 850

有価証券 174 174

たな卸資産 5,349 1,055

繰延税金資産 1 6

その他 677 286

貸倒引当金 △20 △5

流動資産合計 11,925 9,538

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,473 1,512

土地 2,365 2,312

その他（純額） 167 171

有形固定資産合計 4,006 3,995

無形固定資産   

のれん 804 143

その他 311 317

無形固定資産合計 1,116 460

投資その他の資産   

投資有価証券 1,365 1,357

固定化営業債権 20 39

投資不動産（純額） 844 497

繰延税金資産 13 12

その他 1,301 1,080

貸倒引当金 △52 △39

投資その他の資産合計 3,491 2,949

固定資産合計 8,613 7,405

資産合計 20,539 16,944
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年５月31日) 

負債の部   

流動負債   

業務未払金 469 343

短期借入金 4,600 －

1年内返済予定の長期借入金 872 333

未払法人税等 73 130

繰延税金負債 0 0

未成業務受入金 1,815 1,286

賞与引当金 89 －

受注損失引当金 35 38

その他 589 1,049

流動負債合計 8,547 3,183

固定負債   

長期借入金 1,573 1,107

リース債務 14 －

繰延税金負債 163 102

退職給付引当金 1,640 1,283

負ののれん 35 71

長期未払金 249 278

長期預り保証金 50 41

固定負債合計 3,728 2,884

負債合計 12,275 6,068

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,000 2,000

資本剰余金 5,379 6,100

利益剰余金 5,473 8,263

自己株式 △4,202 △5,099

株主資本合計 8,650 11,264

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △454 △464

評価・換算差額等合計 △454 △464

少数株主持分 68 76

純資産合計 8,264 10,876

負債純資産合計 20,539 16,944

Ｅ・Ｊホールディングス㈱（2153）平成23年5月期第3四半期決算短信

5



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成23年２月28日) 

売上高 4,934 5,561

売上原価 3,951 4,555

売上総利益 983 1,006

販売費及び一般管理費 3,274 3,610

営業損失（△） △2,291 △2,604

営業外収益   

受取利息 48 48

受取配当金 14 12

負ののれん償却額 46 35

不動産賃貸料 29 53

匿名組合投資利益 34 26

保険解約返戻金 － 20

その他 17 14

営業外収益合計 191 210

営業外費用   

支払利息 31 55

不動産賃貸費用 17 30

保険解約損 － 9

その他 9 11

営業外費用合計 58 106

経常損失（△） △2,158 △2,500

特別損失   

固定資産除却損 2 1

投資有価証券売却損 － 1

投資有価証券評価損 37 47

関係会社株式評価損 － 1

関係会社出資金評価損 10 －

ゴルフ会員権評価損 5 －

事務所移転費用 － 8

経営統合関連費用 46 －

退職給付制度改定損 342 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2

特別損失合計 445 63

税金等調整前四半期純損失（△） △2,604 △2,564

法人税、住民税及び事業税 86 92

法人税等還付税額 － △15

法人税等調整額 20 24

法人税等合計 107 100

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △2,665

少数株主損失（△） △6 △7

四半期純損失（△） △2,706 △2,658
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（第３四半期連結会計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年２月28日) 

売上高 1,907 2,605

売上原価 1,350 2,009

売上総利益 557 595

販売費及び一般管理費 972 1,105

営業損失（△） △414 △509

営業外収益   

受取利息 16 15

受取配当金 5 5

負ののれん償却額 15 11

不動産賃貸料 10 18

保険解約返戻金 － 20

その他 3 3

営業外収益合計 50 75

営業外費用   

支払利息 13 19

不動産賃貸費用 5 10

保険解約損 － 9

その他 4 3

営業外費用合計 23 42

経常損失（△） △387 △477

特別損失   

投資有価証券評価損 1 0

ゴルフ会員権評価損 5 －

特別損失合計 7 0

税金等調整前四半期純損失（△） △394 △478

法人税、住民税及び事業税 31 30

法人税等調整額 6 7

法人税等合計 37 38

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △516

少数株主利益又は少数株主損失（△） △2 1

四半期純損失（△） △429 △518
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成23年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △2,604 △2,564

減価償却費 220 220

退職給付制度改定損 342 －

のれん償却額 53 127

負ののれん償却額 △46 △35

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5 3

受注損失引当金の増減額（△は減少） △15 △3

賞与引当金の増減額（△は減少） 134 89

退職給付引当金の増減額（△は減少） 79 51

受取利息及び受取配当金 △63 △61

支払利息 31 55

投資有価証券評価損益（△は益） 37 47

関係会社株式評価損 － 1

関係会社出資金評価損益（△は益） 10 －

投資有価証券売却損益（△は益） △0 1

匿名組合投資損益（△は益） △34 △26

売上債権の増減額（△は増加） △195 △329

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,543 △4,232

保険積立金の増減額（△は増加） 85 54

未成業務受入金の増減額（△は減少） 803 442

仕入債務の増減額（△は減少） △256 △206

未払消費税等の増減額（△は減少） △121 △304

その他 △514 △644

小計 △5,590 △7,311

利息及び配当金の受取額 59 59

利息の支払額 △33 △58

法人税等の支払額 △114 △126

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,678 △7,436

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △221 △2

定期預金の払戻による収入 100 641

有形固定資産の取得による支出 △57 △37

無形固定資産の取得による支出 △96 △41

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

－ 308

その他 △0 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △274 866
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成23年２月28日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,800 4,400

長期借入れによる収入 － 300

長期借入金の返済による支出 △250 △574

配当金の支払額 △197 △131

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,351 3,992

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,602 △2,576

現金及び現金同等物の期首残高 6,532 5,974

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,930 3,397
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該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

   生産、受注及び販売の状況 

① 生産実績 

（単位：百万円）

（注） 上記の金額は販売価格に生産進捗率を乗じて算出しており、消費税等は含まれておりません。 

  

② 受注実績 

（単位：百万円）

（注）１ 当連結会計年度から新たに連結子会社となった株式会社近代設計の連結開始時受注残高は、544百万円であ

ります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

③ 販売実績 

（単位：百万円）

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

４．補足情報

業務別 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成21年６月１日 
至 平成22年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年６月１日 
至 平成23年２月28日） 

（参考）前連結会計年度
（自 平成21年６月１日 
至 平成22年５月31日） 

建設コンサルタント業務  9,422  9,844  13,275

調査業務  1,986  1,936  2,926

合計  11,408  11,780  16,202

業務別 
  

前第３四半期連結累計期間
（自 平成21年６月１日 
至 平成22年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年６月１日 
至 平成23年２月28日） 

（参考）前連結会計年度
（自 平成21年６月１日 
至 平成22年５月31日）

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

建設コンサルタント業務   11,087  12,808  10,562  12,006  13,654  5,496

調査業務   2,070  1,971  1,805  1,831  3,013  990

合計  13,157  14,780  12,367  13,837  16,668  6,487

業務別 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成21年６月１日 
至 平成22年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年６月１日 
至 平成23年２月28日） 

（参考）前連結会計年度
（自 平成21年６月１日 
至 平成22年５月31日） 

建設コンサルタント業務   3,879  4,597  13,586

調査業務   1,055  964  3,012

合計 4,934  5,561  16,599
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